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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら   
2011 年 2 月 

【平成２３年２月２日（水)～平成２３年３月１日（火）】 

統 計 調 査 報 告
◇景気動向指数～１２月速報～ ２月７日（月）内閣府発表  

・１２月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は０．７ポイント上昇の１０３．１で２ヶ

月連続の上昇、３ヶ月後方移動平均は０．３４ポイント上昇し４ヶ月振りの上昇、７ヶ月後方移動平

均は０．１６ポイント上昇し２ヶ月連続の上昇となった。一致指数の基調判断は、引き続き「景気動

向指数（ＣＩ一致指数）は、足踏みを示している」となった。なお、先行指数は０．８ポイント上昇

の１０１．４で２ヶ月連続の上昇、遅行指数は１．３ポイント上昇の８９．１で２ヶ月振りの上昇と

なった。

◇国民経済計算～平成２２年１０～１２月期・１次速報～ ２月１４日（月）内閣府発表  

・ 平成２２年１０～１２月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）成長

率（季調値）は前期比－０．３％（年率－１．１％）となっ

た。

・ 平成２２年１０～１２月期の実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、

国内需要（内需）が－０．２％、財貨・サービスの純輸出（外

需）が－０．１％となった。

◇平成２３年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（平成２２年１２月末現在）

２月１５日（火）文部科学省発表 

・平成２２年１２月末における高等学校卒業予定者の就職内定率（就職内定者の就職希望者に対する割

合）は７７．９％で、昨年同期の７４．８％から３．１ポイント上昇した（一昨年同期は８２．３％）。

また男女別にみると、男子は８２．４％、女子は７１．４％で、昨年同期と比較すると、男子は２．

７ポイント、女子は２．９ポイント上昇した。

◇労働力調査詳細集計～１０～１２月期平均・平成２２年平均～ ２月２１日（月）総務省発表 

・平成２２年１０～１２月期平均の雇用者（役員を除く）（５，１５２万人）のうち、正規の職員・従

業員は３，３５４万人と、前年同期に比べて１１万人増と７期ぶりの増加となった。非正規の職員・

従業員は１，７９７万人と、前年同期に比べて３７万人と４期連続の増加となった。

・平成２２年１０～１２月期平均の完全失業者（３１７万人）のうち、失業期間が「３か月未満」の者

は８４万人と、前年同期に比べて１１万人の減少となった。「３か月以上」の者は２２４万人と、前

年同期に比べて７万人の減少、このうち「１年以上」は１２２万人と、２３万人の増加、「６か月～

１年未満」は５７万人と、２４万人の減少、「３～６か月未満」は４５万人と、６万人の減少となっ

た。

・平成２２年平均の正規の職員・従業員は３，３５５万人と、前年に比べて２５万人減と３年連続の減

少となった。非正規の職員・従業員は１，７５５万人と、前年に比べて３４万人増となり、内訳を見

ると、パート・アルバイトは３９万人増の１１９２万人、契約社員・嘱託は９万人増の３３０万人、

労働者派遣事業所の派遣社員は１２万人減の９６万人となった。

・平成２２年平均の完全失業者は３３４万人、うち失業期間が「１年以上」の者は１２１万人と前年に

比べて２６万人の増加となり、比較可能な平成１４年以降で最も多くなった。「３か月未満」の者は

９４万人と、前年同期に比べて２３万人の減少、「３～６か月未満」は５１万人と、８万人の減少、「６

か月～１年未満」は５８万人と、２万人の減少となった。
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労働政策研究・研修機構（JILPT)



 

◇平成２２年賃金構造基本統計調査（全国）                      ２月２２日（火）厚生労働省発表 

・ 一般労働者の賃金（平成２２年６月分の所定内給与額をいう。以下同様。）は男女計で２９万６，２

００円（平均４１．３歳、勤続１１．９年）、男女別には、男性は３２万８，３００円（平均４２．

１歳、勤続１３．３年）、女性は２２万７，６００円（平均３９．６歳、勤続８．９年）となってお

り、前年と比べると男女計では０．６％、男性では０．５％それぞれ上昇し、女性では０．２％低下

している。 

・ 一般労働者の雇用形態別の賃金をみると、正社員・正職員３１万１，５００円（平均４０．７歳、勤

続１２．６年）、正社員・正職員以外１９万８，１００円（平均４５．０歳、勤続６．８年）となっ

ており、前年と比べると正社員・正職員では０．４％、正社員・正職員以外では１．８％それぞれ上

昇している。男女別にみると、男性では正社員・正職員３３万８，５００円（平均４１．５歳、勤続

１３．８年、前年比０．３％増）、正社員・正職員以外２２万８，８００円（平均４７．４歳、勤続

７．６年、前年比３．１％増）、女性では、正社員・正職員２４万４，０００円（平均３８．７歳、

勤続９．７年、前年比０．３％減）、正社員・正職員以外１７万９００円（平均４２．９歳、勤続６．

０年、前年比０．７％減）となっている。 

・短時間労働者の１時間当たり賃金は、男性で１，０８１円（前年比０．５％減）、女性で９７９円（同

０．６％増）となっている。 

 

◇平成２２年度能力開発基本調査                 ２月２３日（水）厚生労働省発表 

・ 企業での正社員に対する教育方針については、「全体の能力を高めることを重視」及び「全体重視に

近い」とした企業の割合が５割を超え（５３.５％、前回４９.５％）、「選抜した労働者を重視」及び

「選抜者重視に近い」の４６．５％（前回５０．５％）を上回った。 

・ 平成２１年度に計画的 OJT を実施した事業所の割合は正社員では５７．８％（前回比０．６ポイント

増）、正社員以外では２７．７％（同０．６ポイント減）となった。また OFF-JT の実施率は、正社員

で６７．１％（同１．４ポイント減）、正社員以外では３１．４％（同１．８ポイント減）といずれ

も低下した。 

・ 自己啓発を行った従業員個人の割合は、正社員で４１．７％（同０．４ポイント減）、正社員以外で

は１８．４％（同１．６ポイント減）となった。 

 

◇消費者物価指数～１月～                      ２月２５日（金）総務省発表 

・ 平成２３年１月の消費者物価指数（平成１７年＝１００）は９９．４となり、前年同月と同水準とな

った。生鮮食品を除く総合指数は９９．０となり、前年同月比は－０．２％と２３ヶ月連続の下落と

なった。 

・ ２月の東京都区部の速報は９８．５となり、前年同月比は０．１％の下落、生鮮食品を除く総合指数

は９８．２となり、前年同月比は０．４％の下落となった。 

 

◇平成２２年国勢調査（人口速報集計結果）              ２月２５日（金）総務省発表 

 ・平成２２年１０月１日現在の我が国の人口は１億２８０５万６千人となった（平成１７年から２８万

８千人増と横ばい）。  

 

◇鉱工業生産指数～１月速報～                                 ２月２８日（月）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比２．４％の上昇。製造工業生産予測調査によると、２月、３月と

も上昇を予測している。「総じてみれば、生産は持ち直しの動きで推移している」との判断となった。 

 

◇家計調査～１月～                                               ３月１日（火）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質３．５％の減少。 

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が－３．９３％、配偶者の収入が－０．１２％、他の世帯員収

入が０．２７％などとなった。 

 

◇サービス産業動向調査～１２月速報・平成２２年速報～         ３月１日（火）総務省発表 

・ 平成２２年１２月のサービス産業の月間売上高は、２４．９兆円、前年同月比２．０％の減少となっ

た。従業者数は、２６１３万人で、前年同月比２．０％の減少となった。そのうち、職業紹介・労働

者派遣業の月間売上高は、３６６５億９５００万円、前年同月比５．４％の増加、従業者数は、２２．

８万人、前年同月比５．５％の減少となった。 

・ 平成２２年のサービス産業の年間売上高は、２８４．１兆円、前年比２．２％の減少となった。年平

均従業者数は、２６１２万人、前年比１．０％の減少となった。そのうち、職業紹介・労働者派遣業

の年間売上高は、４兆１７４８億８００万円、前年比２．４％（注）の増加、年平均従業者数は２３．

３万人、前年比７．４％（注）の減少となった。 

（注）前年比は JILPT 計算。 

最近の統計調査結果から
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◇労働力調査～１月～                         ３月１日（火）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～１月～                    ３月１日（火）厚生労働省発表 

・ 平成２３年１月の完全失業率（季調値）は４．９％と、前月と

同率となった。男性は５．３％と前月に比べ０．１ポイントの

低下、女性は４．２％と前月に比べ０．１ポイントの低下とな

った。 

・ 平成２３年１月の完全失業者数（季調値）は３２２万人と、前

月に比べ２万人の減少となった。 

・ 平成２３年１月の雇用者数（季調値）は、５，４９１万人と、

前月差２８万人の増加となった。 

・ 平成２３年１月の有効求人倍率（季調値）は０．６１倍で、前

月に比べて０．０３ポイント上昇した。 

 

 ◇毎月勤労統計調査～１月速報～                 ３月１日（火）厚生労働省発表 

・ 平成２３年１月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．２％増。きまって支給する給与は

前年同月比０．４％減となった。また、所定内給与は前年同月比０．５％減、所定外給与は２．５％

増となった。特別に支払われた給与は前年同月比１２．３％増となった。 

なお、実質賃金（総額）は前年同月比０．１％増となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）（季調値）の平成２３年１月は前月比３．４％増。 

 

◇平成２１年経済センサス－基礎調査（基本集計 速報）         ３月１日（火）総務省発表 

 ・我が国の事業所数（事業所内容等が不詳の事業所を除く。）は６０４万５千事業所、従業者数は６２

９３万１千人となった。 

 ・事業所数、従業者数共に最も多い産業は「卸売業，小売業」となった。 

 ・雇用者に占める「正社員・正職員以外の雇用者」の割合が最も高い産業は「宿泊業，飲食サービス業」

となった。 

 ・「個人経営」及び「会社以外の法人」を含む企業等の数は４４７万企業、そのうち「会社企業」は１

７９万５千企業となった。  
（参考）「平成１８年事業所・企業統計調査」における平成 18 年 10 月 1 日現在の我が国の事業所数（事業内容等が不詳の事

業所を除く。）は５９１万 1 千事業所、従業者数は５８６３万４千人。  

※総務省では、調査手法が異なることから、事業所・企業統計調査と経済センサスの統計表の時系列比較を行ってい

ない。  

 

研 究 会 報 告 等  
◇月例経済報告～２月～                                        ２月２１日（月）内閣府発表 

景気は、持ち直しに向けた動きがみられ、足踏み状態を脱しつつある。ただし、失業率が高水準にある

など依然として厳しい状況にある。（前月：足踏み状態にあるが、一部に持ち直しに向けた動きがみられ

る）  

・輸出、生産は、持ち直しの動きがみられる。（前月：輸出は、緩やかに減少している。生産は、下げ止

まりの兆しがみられる）   

・企業収益は、改善している。設備投資は、持ち直している。（前月とかわらず）   

・企業の業況判断は、慎重さがみられる。（前月とかわらず）   

・雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。（前月とかわらず）   

・個人消費は、このところおおむね横ばいとなっている。（前月：持ち直しているものの、一部に弱い動

きもみられる）  

・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。（前月とかわらず）  

 

◇月例労働経済報告～２月～                                  ２月２２日（火）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる。（前月と

かわらず） 

 

 
「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載しています。  

また、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しています。 

http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部  
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